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―生後100年してのリュエフ評価

近 藤 健 彦

要 旨

５回にわたるジャック・リュエフ再評価の最終稿として、リュエフに関連するアレー、マンデ

ル、トービン、フェルプスの４人のノーベル経済学賞の論評をとりまとめた。

〔キーワード〕 失業、金本位、新古典派、ケインズ

序言

ジャック・リュエフ（Jacques Rueff）と

1965年に対談したロンドン・エコノミスト誌の

副主幹Fred Hirschはリュエフにぶしつけな

質問をした。

それに対してリュエフは答えた

本稿では、一連のリュエフ評価論稿のエピロ

ーグとして、Maurice Allais,Robert A.Mun-

dell, James Tobin そしてEdmund S. Phelps

の４人のノーベル経済学者の発言から、本当に

彼の期待通りのことが起こったかどうかを検証

したい。

４人のノーベル経済学者の発言はいずれも

1996年11月７日、パリで開かれたリュエフに関

する国際シンポジウムにおける発言からとりま

とめた。このシンポジウムは、リュエフの生誕

100年を記念して、また欧州単一通貨ユーロに

統一されることがすでに決まっていた仏フラン

の最後の１フラン硬貨の肖像をリュエフとする

ことの発表を兼ねて仏国民議会で、賑々しく開

催されたもので、そこでの発言者は、本稿で以

下とりあげる４人のノーベル経済学者のほか、

新旧の大蔵大臣、中央銀行総裁、EU委員、下

院議長、政府高官、経済人、大学教授、研究

者、ジャーナリストなど総勢23人にのぼった。

４人のノーベル経済学者たちは、リュエフを

しのびつつ、現代欧の中心課題の一つである仏

の失業問題を軸に議論を展開している。
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(注１）Jacques Rueff,Le PecheMoneteaire de l’

Occident,p.100)。



１―Maurice Allais「リュエフの思想と

今日の危機：来るべきものは来る」

仏人のノーベル経済賞学者Maurice Allais

の報告は長文で、それ自体完結したひとつのリ

ュエフ論の体裁をとっている。Allaisが自説を

述べている部分は過激である。彼は、行過ぎた

貿易自由化がフランスの失業を招いているとし

て、EU域内の消費の80％は域内のモノを消費

するという「緩やかな保護主義」の導入を主張

している 。彼の主張は、現状世界の多数説

とはいえないだろう。これに対し、同じくノー

ベル経済学者の Mundellが、すぐ後の討論

で、仏は保護主義でなく国際競争を強めること

で失業の増大に対処すべきであると真っ向から

反論する。ノーベル経済学者同士が一つのシン

ポジウムで議論しあうこと自体そうあることで

はないのではなかろうか。本稿では二人の討論

もAllaisの報告の後に付け加えている。

Allaisの保護主義の主張は低賃金国からの輸

入が失業をもたらしていることに対する処方箋

であるが、これに対する正しい解決策は、1920

年代のポワンカレ改革でのリュエフの貢献が示

唆しているように、高賃金国の為替レートの切

り下げ、ないし低賃金国の為替レートの切り上

げによるべきではなかろうか 。だが、Allais

が自由主義は自由放任ではなく節度ある自由主

義でなければならないとする点はリュエフの

制度化された市場」のコンセプトに通じ 、

いかにも欧的であると思う。

Allaisの報告は次の通り。

これがジャック・

リュエフがわれわれに残し、われわれが今日想

起すべき基本的メッセージである。

リュエフはいわゆる「 (la
 

grande cassure de 1974)」のわずか４年後に

なくなった。その時から西欧社会で、欧で、こ

とに仏で、無分別な政策が実施されてきた。

なくなった人々に、その人々が知る由もない

まったく新しい状況下で、語らせるのは困難

で、実を言えば不可能である。しかしリュエフ

が、彼の時代の既製の真実に対する彼のたたか

いにおいて、思想の人としてまた行動の人とし

ての輝かしい生涯を通じて、常に 原

則を思い起こすことはできる。

今日の深刻な危機、

、について、リ

ュエフ的な原則で短い分析をしてみたい。

仏が平時において今日のように、失業手当て

の給付者数を考慮すると実質600万人台の過少

雇用という劇的な状況におかれたことはなかっ

た。

リュエフの分析期間である1927年から1974年
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(注２）Allaisの主張するようなEU優先の保護主

義の主張にはある意味で、仏の本音を感じ取る

こともできよう。その限りで彼の主張はこの種

主張を経済学的に整理しておりEUが27カ国に

なった今も妥当性をもっているのではないか。

例えばNicolas Sarkozy仏大統領は2007年５月

の就任演説で 私は保護する欧州（a Europe that
 

protects）のためにたたかう。なぜなら欧州の理

想の意味は欧州の市民を保護することなのだか

ら」と述べている（Financial Times 2007年５月

17日)。またde Villepinは仏首相当時「われわ

れは欧についてもつ過度に自由なイメージを改

めなくてはならない。欧は自由や市場を擁護し

なくてはならないが、同時に消費者や生産者を

まもらなくてはならない」といっている

（Financial Times 2007年２月７日）。いずれも

Allaisの主張と同じ文脈にある。

(注３）拙稿「リュエフ略史」『浜松学院大学研究

論集』2005年５月、p.9、および拙稿「1958年仏

財政金融改革へのリュエフの貢献」『浜松学院大

学研究論集』2006年１月,p.65参照。

(注４）拙稿「リュエフ略史」前出、p.14

(注５）表題と小見出しは原作者のそれの日本語仮

訳である。斜体の箇所も原作者のそれによる。
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の間のあらゆる危機において、仏の失業者が

100万人を超えたことはなかった。つまり当時

リュエフによって歴代政府に発せられた

アピールは彼が生きていたら今日発す

るであろうアピールとは並ぶべくもない。私は

彼の思考の角度によりつつこの点を記述してみ

たい。

リュエフがいつもいっていたのだが、批判の

対象は特定の人に向けられているのではなく、

政策に向けられている。 以来

歴代政府によってとられている政策のもとにな

っている有害なイデオロギーに向けられたもの

であることをまずことわっておきたい。

リュエフの思想の根幹

どんな社会も、通貨と

金融の均衡がなければ、貿易の均衡がなけれ

ば、労働市場の均衡がなければ、持続できな

い。

これらの均衡を達成するためには、共通市場

においても一国内においても、

リュエフは絶えず誤謬、虚偽、イデオロギ

ー、間違った対策を非難し、この原則を常に弁

護した。

リュエフの思想と行動を通貨・金融秩序の弁

護のみと考えるのは大きな誤りであろう。

リュエフにとって、 調整が

調整は失業

を生じさせてはいけなかった。調整は通貨を通

じておこなわれなければならなかった。調整は

物価の下落や非現実的な為替レートの設定に立

脚してなされてはいけなかった。

リュエフにとって、レッセ・フェール主義は

中央統制主義と同じく危険だった。競争は

のなか

でしか有効に機能しえない。

彼にとって、効率的であるためには、あらゆ

る行動は、真摯で、 、また、

人達による予断・偏見を排し、事実に

ついての真摯で、客観的で、かつ深い分析に立

脚するものでなければならなかった。事実の因

果関係を理解し、誤った理論を排除し、また事

実を実効的に説明する理論のみに留意すること

でなければならなかった。彼にとって、こうい

う人たちは稀であり、あらゆる国の指導者に不

可欠な適性はこういう人たちを探し出して、相

談することだった。

リュエフの思想を

1974年来の仏、ＥＣ、西欧、世界

中の、そして最終的にあらゆる現実の規制の撤

廃へと至る政策は、リュエフが仏、欧、世界全

体、そしてわれわれの文明の生き残りの条件と

見ていたあらゆる原則に反するということであ

る。

今日の大問題

今日の大問題は、どうみても、600万人台に

および、われわれの自由で人間的な社会の

を脅かす 過少雇用である。

この巨大な過少雇用は所得配分を完全に歪

め、社会的不平等を拡大し、社会的可動性と社

会の発展を危うくする。規則的な雇用を奪われ

ている人々のみならず、雇用が脅かされている

数百万の人々にとっても、耐え難い不安定さを

うみだす。徐々に社会の組織を崩壊させる。こ

の状況は経済的に、社会的に、道徳的にどこか

らみても容認し難い。

失業は させ、国は安全の確
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保ができなくなる。

が、市場経済が効率

的で公平に機能するための である社

会集団の一体性を基礎から掘り崩す。1968年当

時、失業は60万人以下で、実際上不存在だった

のだが、にもかかわらず公的秩序が崩壊しかか

った。現状は 当時よりずっと深刻であ

る。

まったく違った性質であるが、今日をフラン

ス革命前夜と比 しても、社会的崩壊のエネル

ギーは、おそらくはそれ以上でなくても同じ位

強い。

失業を発生させる要因

大量の失業の

。

失業は、 現象でいくつか異なる

原因がある。分析すると 、５つが

あげられる。社会保障措置によって、貿易とは

独立に、国の枠組みに誘発された慢性的失業。

世界の自由貿易と不均衡を生む国際通貨制度に

よって誘発された失業。EU外の移民によって

誘発された失業。技術的失業。景気変動による

失業。

このうち、今日の失業の主因は、世界的貿易

自由化で、それがフロート為替制度、資本移動

の規制緩和と、および多くの国々の自国通貨の

過小評価による「為替ダンピング」のマイナス

効果と結びついている。

この失業は本来は最低賃金の存在や労働市場

の弾力性が不十分であることによるものではな

い。だが、自由貿易およびそれと結びついた諸

要素の失業に対する悪影響を中立化するには、

未熟練労働者の賃金報酬が 減少しなけれ

ばならない。

世界的な自由貿易の影響は単に失業の大幅増

加にとどまらず、仏産業網を

となってあらわれる。

世界的貿易自由化に起因する失業

者活動についてはすべてにおいて、途上国が

為替レートにより 有利である。また達

成される均衡においては、途上国の方が

未熟練賃金者が大量であることから、先進国

においては 者の賃金所得が低下

し、それとパラレルに 者の賃金所得

の上昇を引き起こす。

これが、外から見えないが、熟練者の失業増

大と不平等拡大の メカ

ニズムのおおもとにある。

しかしこの動きを続けることは、第１に最低

賃金に関する立法や協定に見られるとおり、ま

た第２に、いずれにせよそれによる不平等の顕

著な増加を社会的に世論がまったく受け入れ難

いとしていることから、 。

われわれは、穏当な関税ないし輸入制限によ

る保護政策に訴えるか、 無制限の自由

貿易政策を続行しその不可避な結果を受け入れ

るか、の選択 。後の場合には、社会的

不平等が顕著に増加し、失業が大きくなり、遅

かれ早かれ社会的爆発が避けられない。

国際通貨制度の堕落

外国のあらゆる製品の価格がその国の通貨の

為替レートに依存するので、為替レートは国際

貿易において大きな役割を演じる。

為替レート、ことにドルの相場が、投機の影

響もあって、急激にまた大きく変動する場合に

は、数ポイントの関税率削減の国際交渉は取る

に足らないものになってしまう。

。
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国際貿易の金融的側面と実物的側面は

。よって IMFとWTOの活動の現在の分

離は経済的観点からは 、本当

のところは非合理である。

フロート制度の支持者はこの制度のみが真の

均衡をもたらすと主張する。

しかしこれは国際収支が貿易収支と同じ、つ

まり貿易のみが国際収支を構成する場合にしか

あてはまらない。

現実には、 短期資本移動のため、こ

うなることはない。

われわれの目の当たりにする巨額の投機は、

支払わずに買え、また保有せずに売ることがで

きることから可能になっている。

フロート制度は、銀行制度による

（無からは何も生じない）の通貨創出と

結びついて、

為替レートの不当な変動を引き起こす。

国際的な資本自由化のゆえに今日

きわめて困難な

状況にあることは議論の余地はない。

巨大な投機と自由に変動する為替制度からく

る為替レートの無秩序な変動は

。

そし

てそれは である。

預金で一部分しかカバーされない状況、商業

銀行によるex-nihiloの通貨創出、そして短期

借入資金による長期投資のファイナンスに立脚

する世界の通貨・金融制度は

実際に、結局のところ、世界的金融危機は、

国、企業と家計の節度のない借入の効果、いた

るところでの自由貿易主義のマイナス効果、そ

して通貨金融制度が許し引き起こす節度のない

投機が合わさった結果である。

真の調整がなく、自らを痛めている今の制度

をみると、次の結論になる。現在通貨金融制度

が立脚する基本的原則は全体に再考されなけれ

ばならない。

フロート制を全体として放棄し、固定だが最

終的に変更可能な相場制に代替する改革が緊急

に必要である。

自由貿易は為替レートが貿易収支の均衡に対

応する場合にしか、参加国すべてにとっての相

互的利益にならない。

異常なまでに強力な世界通貨市場を前にし

て、やることがないと毎日、人は言う。しかし

この市場は、銀行内の、 に創出さ

れた支払手段で通貨に対する投機によって利益

をあげるのを目的とした少数の為替ディーラー

たちのグループに操作されているだけのことで

ある。

抵抗できない資本の動きに対して何もやるこ

とがないと主張するのは

現実に、大量にして不安定な巨額の投機を

不可能にするには、大国が銀行に、自己勘定で

の投機を禁止する立法を採用すれば十分であろ

う。 である。

EUの世界政策

今日仏 経済的要素は

、累次のあらゆる 政府

によって 制度的共同体の枠組みの中で

継続されてきた誤った政策の結果でしかない。

共同体の貿易政策は少しずつ、

世界的自

由貿易政策の方向へと逸脱していった。この世

界政策は、フロート制度および資本移動の規制

緩和と結びついて、

。それは継続的かつ執拗に
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われわれの産業ネットワークを破壊し、われわ

れの生活水準の伸び率を顕著に減少させた。

もしこの政策がとられていなかったら、われ

われの生活水準は今日40％高く、われわれに襲

い掛かる大半の問題、特に現状、除去の困難な

赤字から生ずる問題は存在していなかっただろ

うと推定される。

ことに、EU委員会は、中東欧諸国、さらに

今日トルコといった低賃金国で、物価と為替レ

ートが現在何の実質的意味もない国々との貿易

自由化政策を前倒しでとり続けている。こうし

た政策は不均衡と失業をうむものでしかない。

中国のような、低賃金国が付加価値の少ない

活動分野に特化しうる一方、仏のような先進国

はますます高技術分野に特化すべきだと主張さ

れる。だがここで中国人の労働と知的能力が

無視されている。この不合理を支持し続け

ると危険なことになる。

は途上

国のいくつかの繁栄にはおそらく貢献しただろ

う。しかしそれはわれわれが雇用を輸出し、彼

らの過少雇用を輸入する効果をもった。この動

きは 国々での増大する影響によっ

て強まり、仏経済のグローバル化はますます進

んだ。

見かけだけは逆説的に、自由と称される世界

自由貿易政策を盲目的に継続すると、

事実、貿易の完全自由化は、経済的社会的発

展度がほぼ同じく、競争が効率的かつ有利に展

開するに十分に大きな市場が完全に確保され、

経済的政治的に連合した国々を集めた

の枠組みにおいてしか可能でもないし望ましく

もない。

根拠のない公準

世界的貿易自由化があらゆる国にとってプラ

スのみであり、それがわれわれの生活水準向上

の必要条件であると人は主張し続けている。人

はこうした世界的貿易自由化が流行のアメリカ

の理論の表現にしたがえば「

」を導くと主張する。

こうした主張は である。経済的

分析がわれわれに教えるのは効率が極大になる

状況はひとつではないということである。その

状況は無数にあり、それぞれの状況が一定の資

源と所得の配分に対応する。

現状の世界をみるに、世界的貿易自由化はこ

の先、少なくとも予見できる将来、仏の生活水

準の深刻な悪化を引き起こすだけである。

また現在の文脈において世界的貿易自由化が

世界全体を極大化の状況に導けるかは定かでな

く、疑わしい。

さらにまた、世界的自由の大教祖たちが依拠

する国際貿易についての

あらゆる

人々がこうむる、貨幣費用を大きく上回る

偽の対策

今日の大量の失業を前にまた真に裏打ちされ

た診断が欠如して、偽の対策は増える一方であ
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る。

たとえば失業に対抗するには労働時間を少な

くすれば十分であるという。だが人々は完全に

はお互いに代替しえないのみならず、こうした

解決は多くのニーズ、時として急ぎのそれ、が

満足されないままであるという異論のない事実

をまったく無視する。真の対応策はより少なく

働くことではない。労働時間の短縮はいずれに

せよ、その分増税による資源増加で相殺しなく

てはならないので賃金者にとって所得の低下を

意味する。

また仏の経済危機と大量の失業を説明するの

は今日の実質金利であるとの主張がある。だが

顕著な実質金利の低下が実現しても経済の回復

をまったくもたらさなかったことが検証されて

いる。

実際に、世界的自由貿易に起因する失業、な

いし域外からの移民に起因する失業に関し、

。たとえば貨幣の増加とインフレによって世

界の自由貿易主義の効果とたたかうことは純粋

に幻想で、また現状の 原因に対するはなは

だしい無知である。現状は、30年代の と

は異なる性格をもっている。

またすべては非常に単純であるともいわれ

る。失業をなくそうと思えば、賃金を低下させ

れば十分であるが、誰も

、またそれが社会の平和から見

て実効的に実現可能なのかどうかわかっていな

い。OECD，IMF，ないし世界銀行のような大

国際機関がこうした解決を強く勧めているのは

まったく理解し難い。

避けられない必要性：共同体優先

議論の余地なく、EUのとる

は今日の大量の過少雇用の で

ある。それを是正するためには、欧州建設は雇

用拡大、そして繁栄の真の条件である

に立脚しなくてはならない。

この

パーセントは平均80％台とすべきであろう。こ

れが、現状から見て、

、第３国との拡大した結びつきによるメリッ

トを完全に確保しつつ共同体経済を効率的に機

能させる 規定である。

事実、仏には、最終的には完全に支えられず

耐えられない状況へと導くEU委員会の現在の

政策にどっぷりと参加し続ける

。

欧州建設へのわれわれの参加の 基本条

件は、 共同体優先の回復、つ

まり外部からの 保護である。

、技術進

歩による失業はもちろん除外し、それ以外の失

業をひきおこす原因のひとつひとつに断固とし

て無期限にたたかうことを唯一の目的にすべき

である。

単一通貨

現状、仏はあらゆる可能な決定権を完全な形

で残さなくてはいけない。そのことは単一通貨

の受諾を完全に排除する。

今日、EUの制度と地理的限界が定まらない

まま、単一通貨を設定し、われわれの自国通

貨、つまりわれわれの国家主権を放棄すること

は、計算できない結果をもたらす許しがたい政

策的失敗である。

マーストリヒト条約を仏人が僅か１％の差で
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批准したからといって必要な補足なしにこれを

適用しなければならないということにはならな

い。

、単一通貨の採択は、

われわれの経済主権を完全に放棄さ

せ、EU委員会と、数百の子会社をもっている

ため権限が分散して外から見えずまたいかなる

国の真の監督をもうけない多国籍企業の思い通

りになることを意味する。

仏政府の政策には 矛盾がある。

EUの数カ国のみを

束ねた単一通貨には 短所しかない。

マーストリヒ

ト条約に批准とは別に、

真の欧州連盟を に建設するとの欧州の

人々の意思を象徴し実現するのなら、

最善の策はあらゆる欧州機関が設置される

を設定すればよい。こうした共同体地

域は仏独ルクセンブルグ３国にまたがる国境地

域に設置されるのがよい。

証明された真実

今のままでは仏は自滅する。

この状況をどう説明するか。事実上、詰まる

ところ、仏の状況の悪化は「証明された真実」、

論じられないタブー、議論なしに承認される誤

った予断、これらに支配され、それらが絶えず

反復されているのでだんだんと深みにはまって

いるのである。それらのマイナス効果はここ数

年多くなり強まっている。

これらの支配は、多かれ少なかれ隠れた強力

なロビーが支援するいくつかのメディアがこの

見解を絶えず反復宣伝することによっている。

それをなお疑う人は

例えば最も視聴率の高いテレビ・チャンネルの

放送を見たり聞いたりするだけで足りる。

今日、新世界秩序をモノ、資本、そして極限

的には人の移動の完全自由化の上にうちたてる

ことが主張される。あらゆる市場の自由な機能

が必然的に経済的国境をなくし世界の各国に繁

栄を引き起こすものと支持されている。本当の

ところこのように提案されている新秩序とは実

質は自由放任主義でしかなく、あらゆる真の規

制をはずすというものである。

この進展には、あらゆる監督からはなれた、

数百の子会社をもつ他国籍企業の増加と、野蛮

で不健全な資本主義の発展が伴っている。

偽の自由主義の名において、また規制緩和の

増加によって、少しずつ、世界的自由放任主義

者のある種仮面が作られる。しかしそこでは市

場経済とは手段にすぎず、制度的・政治的文脈

と分かちがたいことが忘れられている。

経済のグローバル化はある特権グループには
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確かに である。しかしこのグルー

プの利益は人類全体の利益と同じではありえな

い。

、全体としてあらゆる人々にとって最

終的には不利益でしかない。

経済のグローバル化は世界政治連合が

場合にしか考えられない。現状それは不可能

である。

最後に、自由で人間的な社会の場合、

数百万もの人に雇用を確保で

きなかったり、人々の安全を確保できない国は

改革しなければならず、それも深く改革しなけ

ればならない。

欧州建設に関しては、市民が自分の固有の価

値体系に照らして肌で感じるニーズを、何であ

れ、政治家や官僚という他者によって「市民の

ニーズと称されるもの」で代えるのは、自由主

義や人間主義の理念にもとる。

欧州はわれわれにとって大きな目的を構成し

なくてはならない。しかしまたわれわれが建設

しなければならない欧州について間違えないよ

うにしなくてはならない。

議論の余地なく、今日の大問題は失業問題で

ある。失業は過去数年来耐え難く許し難い水準

に達し、その基本的原因が、無視されていると

は言わないまでも、多かれ少なかれ意図的に隠

されたままで、また不可避的に仏社会を破滅に

追いやる。

失業は独でも急激に上昇し

ている。また企業の海外流出が独で増加してい

る。米では が過度の無分別

なグローバル化の米社会にとっての被害を意識

し始めている。

知性の危機

以上が今日の仏の状況である。

変動為替相場制度によって堕落し、また貿易

が為替相場表示での賃金のかなりの格差によっ

て全面的に歪められ、基本的に不安定な世界の

枠組みの中で、欧向け輸出を世界に開放してい

ることが、

。

事実は明白である。経済分析はこれを確認

し、これを説明する。事実は、理論とまったく

同様、

を示している。

リュエフと今日の危機

この状況のなかでリュエフならわれわれに何

と言うだろう。一番いいのはおそらく彼の1927

年から1973年の著作の中から

いくらかの抜粋を記す

ことである。

以下リュエフからの引用である。

事実の分析について
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経済の制度化について

欧州について

賃金と金融政策について

失業について

国際通貨制度について
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擬似自由主義について

主権の放棄について

真の国の指導者に期待して

悲壮な訴え

これらが疑いもなくリュエフのコメントであ

ろう。これは、経験と英知と勇気から出た、わ

れわれに向けた悲壮な訴えであろう。

私は、彼がわれわれにのこし、私がこの報告

の冒頭に想起した「来るべきものは来る」とい

うメッセージをリュエフの記憶に捧げ、今日の

状況についての短い分析を終わりたい。
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効果を是正するのはたいしたことではない。

そしてこのたたかいは、

という

他の原則の上位にある唯一の原則にそって続け

られなくてはならない。

Allais とMundellの討論

この「新保護主義の勧め」ともいうべきAl-

laisの明快だが論争的な報告に対し、すぐ後の

討論でMundellが反論する。二人のノーベル

経済学者が真っ向から対立するのは珍しい。両

者のやり取りを採録する。

Allais：

第１に、私はリュエフの基本的な考えは、調

整（regulation）なしには持続的な経済は存在

しえないことにあると承知しており、また本日

この点についての疑問は誰からもきかれなかっ

た。

今日われわれは、何らの調整もない開かれた

世界に生きている。リュエフが生きていたら、

彼は「きれる」だろう。現状は理にかなってい

ない。

第２に、このシンポジウムにおいて、それぞ

れの発言の間には現状について非常に多くの見

方の違いがある。

第３に、さまざまな経験をもち、知的と考え

られる人々の意見が違うときに、どれを選択す

るかの決め手は何か。私の意見では事実の検証

しかない。

個人的には、私は私の考えは1950年から今日

まで期間で、74年から爆発的に増加する失業の

推移を示すことによってしか説明できないと考

える。74年に信じられない亀裂があった。

一人当たりGDPの推移をコメントさせてほ

しい。

驚くべきは、1950から74年の時期において、

仏ではアルジェリア、インドシナ、第４共和制

の混乱等があったにもかかわらず、規則的な成

長、一人当たり生活水準の直線的増加があっ

た。

仏の奇跡的に深い変化が達成された。数百万

人の人々が、農業から工業ないしサービスへと

仕事を変えた。すべてが市場で奇跡的におこっ

た。

だが74年からは、すべてが破壊された。

工業従業者の曲線は、74年前は増加し続けて

いたのに、減少する。われわれはもはや工業が

消滅する状況に向かっている。仏は観光だけの

国になるだろう。しかし工業なしには文明はな

い。

私が先ほど引用した数字は私の著作『欧のた

めのたたかい（Combats pour l’Europe）』か

らである。同じことが無期限に繰り返されるこ

とはないが、74年以降今日まで、生活水準の増

加は40％上昇していてもよかったはずである。

赤字の問題はもはやない。今日われわれを制約

する問題はまったくない。

最後のコメントとして、メディアで国際的に

国内的に過去数年間に言われてきた多くの見解

に反し、経済の基本的目的は人である。

リュエフがいったように、絶対的悪は仕事と

希望をなくした数百万の人々の困窮と死であ

る。

Mundell
 

Maurice Allaisに残念だが同意できない。

私は欧とその保護に関する彼の意見と完全に意

見を異にする。
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彼が提起する問題と疑問（国際競争、実質賃

金等）は欧が直面しなければならない真の問題

であると思われるが、その解決策は欧を棄てる

ことだとは思わない。

逆に、欧のためには、一層の競争に向かわな

ければならない。なぜなら他の時代に比し今日

新しいのは情報革命である。情報革命は今後も

加速し、非常な速さで進展するので、保護主義

や閉鎖的な態度はいい選択ではない。仏にとっ

て、欧にとって、必要なことは国際競争に参加

することである。そのためには規模の経済を実

現し、さらに外に対して、ことに米日に対して

開かなければならない。米日２国は技術的に非

常に進んでいる。欧が競争できるためには自由

市場を回復することである。

ことに技術分野（インターネット、情報ネッ

トワーク等）において、欧内を一層外向きにす

ること、貿易を可能な限り自由にすることが重

要である。

Allais
 
Mundell教授に答えたい。私は教授に全面

的に不同意である。経済は教授がわれわれにお

っしゃること以上に複雑である。

事実に即して、私のいいたいのは、欧の状況

は、域内の消費の20％が輸入からきている。

それでは今日の米国はどうか。GNPに対す

る輸入の割合は12－13％である。

私の提言は米のあらゆるエコノミストよりも

自由主義的である。

マンデル教授は私のいったことを理解してい

ない。私は今後対話が行われるのを望む。

競争の長所というが誰にとってのどういう長

所なのか。競争は技術進歩が外部から来る場合

に有用である。

低賃金の国々の場合もそうか。明らかにそう

ではない。過去数年間で低賃金国から基本的技

術進歩がもたらされた場合があったら私に教え

てほしい。

米国の例については、悲惨である。米国は未

曾有の社会的変動の前夜にある。米社会は基本

的に不安定である。米の多国籍企業は米国をま

さに開放の方向に向かわせ、それが米産業の大

部分を不安定にした。

保護が何を意味するかみるのがよいかと思

う。私の提言する保護は、無秩序に対する保護

である。何の調整（regulation）もない国際組

織に対する保護である。それは確かな制度に対

する抗議である。

私は米銀の為替トレーダーたちと長時間話し

合った。私は彼の銀行に日に８億ドルまでのポ

ジションとらせることのできる一人を知ってい

る。

それは刻々と手仕舞いできる。私は彼にいっ

た「

」。彼は言った「

」

これは調整のまったくない制度である。数百

万人の雇用の運命と巨額のカネを操り、通貨と

雇用を不安定にする投機家の手に託すことはで

きない。彼らは法にはふれない。第一そのため

の法がない。

私の主張する保護は、無秩序に対する、そこ

で人々が巨額の富を得ている制度の非人間性に

対する保護である。テレビでみたのだが、その

者自身が犯罪ではないが、認めがたい制度だと

いっている。

これがマンデル教授への私の答えである。闘

牛の前に赤い布きれをかざすようなことをして

はいけない。闘牛は突進する。

多くのエコノミストに保護を話すと直ちに闘

牛のように襲いかかる。これは奇妙である。も

う一度、経済の目的は人である。数百万人の人

たちの雇用と資金が奪われるよう制度なら、そ
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の制度はよくない。これが私の答えである。

２―Robert A. Mundell「金本位制への

回帰の困難性」

Robert A.Mundellは周知のように、欧州通

貨統合への貢献でノーベル経済学賞を受賞し、

近時はアジア通貨統合についても積極的に発言

している。彼は金本位制について深い造詣をも

っていることで知られている。彼の発言を一読

すると、如何に彼がリュエフに詳しいか、また

リュエフをよく読んでいるかがわかる。発言の

中身は主に、私がこの一連のリュエフ再評価の

論稿のなかでリュエフ21世紀にのこる本質的部

分でないとして意図的に取り上げなかった、彼

の金本位制論に焦点をしぼっている。その意味

で以下のMundell発言はこのシリーズの欠落

部分の補完になっている。またリュエフの自著

を読むだけでは分かりにくい1926年のポワンカ

レ改革でのリュエフの役割を解説しており、こ

の点は史料的価値があると思われる。

Mundellの報告は次の通り。

ジャック・リュエフは通貨理論と政策に多大

の貢献をした。彼の経済学者としての方法には

彼の天才が反映されているのに何の疑いもな

い。彼は常に一つ考えをとりあげるときに、そ

れが村の経済に適用されるかどうかを見ようと

した。村に適用可能でないなら、その理論は国

民経済全体にも適用できないと結論付けた。彼

はしたがって経済理論を開発し、それを理解可

能な方式でより一般的枠組みに移しかえる能力

をもっていた。

経済政策で彼が演じた役割は、1926年のポワ

ンカレ改革と1958年のピネー/リュエフ改革と

いう二つの安定化計画において顕著である。65

年のエコノミスト誌とのインタヴューで、彼は

ポワンカレ改革の時、彼はまだかけだしのエコ

ノミストでしかなく、彼の役割はフランの安定

する為替レートを示したにすぎないといった。

しかし事実はそれがこの改革の鍵の部分だっ

た。どのようにして彼はフランを安定させよう

としたか 英ポンドが他通貨に対する一定の平

価を復帰させて英国がいかにひどい目にあった

かの経験に学び、彼はフランについては仏の賃

金の低下を招かないような為替レートを選択し

た。

為替レートをどのように決めるか。これはそ

う簡単ではなかった。なぜなら1926年に、フラ

ンは、ことにドルに対し、きわめて不安定だっ

た。実際、ある時点では、１フランは２セント

で交換され、その翌日は４セント、さらに５セ

ントにさえなった。この状況で、どのようにし

てもっとも安定した為替レートを決めたか

当時、リュエフはこの分野の業績、ことに

C. Ristの業績を熟知していた。Ristは実際、

諸国が金本位に復帰する前に、為替レートが通

貨間のみでなく金との関係で再建されるのを確

保する必要があると強く主張していた。Rist

は1914年と1925年を比 して、ドルに対し金価

格はその間に50％増加していたことを立証して

いた。ポンドに対しては70％上昇していた。フ

ランは、増加は１対５くらいだった。安定した

為替を設定するために参照すべきは、金か、ポ

ンドか、それともマルクか リュエフは金１オ

ンスあたり30ドルと想定して、ドルに対する金

価格の引き上げを主張した。

しかし、当時、誰も、米に金価格を上げるよ

う説得できなかった。米は当時、世界の金スト

ックの約半分を保有していた。Ristは金価格

の変更なしに世界が金本位制に復帰すると、イ

ンフレがデフレをもたらすだろうと考えた。L.

Von Misesと G.Casselは状況を同じように分

析した。リュエフがフランの安定した為替レー
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トをみつけなければならなかったのはこの文脈

においてだった。フラン/ドルの平価は3.9セン

トに選択された。第１次大戦前の為替レートが

19セントだったのに比 すると、実質で1914年

と同じレートにした。このレートで、フランは

長期にわたり均衡水準になった。仏は1928年金

本位制に復帰する。

一方ドルやポンドについては、ポンドは金本

位制を1931年に離脱せざるを得なくなる。米は

1934年にドル切り下げに追い込まれ、金１オン

ス35ドルにする。リュエフの金の長期均衡点に

ついての見方は正しかった。

私は1926年に安定の基礎を築こうとした委員

会の提言を読んでみると次の項目が書かれてい

る。

―均衡予算

―歳出削減

―対外債務の調整

―為替レート決定における基礎的諸条件の考

慮

―貨幣に対する金ストックの関係

―仏中央銀行の独立

―資本の自由移動

―仏中銀の国に対する融資の削減

―貯蓄奨励

これらの提言は、今日、困難にあるどんな国

においても、採用し適用することができる。

しかしリュエフの最大の貢献は、当時存在

し、また事実上もそうだったのだが、金為替本

位制批判である。それは、英が金本位制を離脱

後、彼が当時の仏蔵相の訪米に随行した1931年

10月、発表された。

彼の金為替本位制批判の一部は単に1920年代

の状況のみでなく、金為替本位制が同じくイン

フレ傾向を招いた50年代、60年代にも適用でき

る。実際、調整は赤字国によってではなく、債

権を保有する国によってなされた。米は60年代

に１－２％に物価上昇をとどめたのに対し、他

の国々のインフレ率は３－４％だった。これは

制度の欠陥のように思われる。

金為替本位制は不安定な通貨制度だった。こ

とに20年代と30年代にそうだった。なぜなら金

は中銀の準備において非常になくなりやすい構

成部分だったからである。金本位制復帰によっ

てこれが安定すると、金本位のデフレ的な制度

から資本が流出して、恐慌を招いた。恐慌は30

年代には起きたが70年代にはおこらなかった。

というのは70年代にはもはや金為替本位制は存

在しなくなっていたからである。準備国の国際

収支は慢性的に赤字だった。米は国際通貨改革

をやろうと思えばできた。だがそのためにはま

ず、米は国際収支の赤字を是正しなければなら

なかった。

63年の研究結果では米の国際収支が均衡に回

復するのは68年と見通された。米財務長官の方

では赤字は２年でなくなると考えた。リュエフ

はそうはならないと考えた。なぜなら米の国際

収支不均衡は金為替本位制と内在的に結びつい

ているからである。すべての国がドル準備を得

ようとのぞんでおり、米はしたがって構造的に

赤字状態になる。これが彼がこの制度を批判し

た理由である。だがリュエフはこれをどのよう

に国際通貨制度を改革しようとしたのか。次だ

った。

―インフレ調整して金価格を引上げること。

この原則によれば、米では、60年代初頭

に、ドルでの金価格は２倍に引き上げなけ

ればならなかった。

―金準備の評価益をドルの債務の償還のため

に使用すること。

―つまるところドルでの外貨準備の蓄積をや

め、金本位に復帰し、各国の国際的支払い

を金本位制をベースに行うこと。

この提案を米は承認しなかった。米は金価格
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の引上げの考えを好まなかった。これは真に政

治問題化した。なぜなら南アフリカとソ連など

の米にとってアンタッチャブルな国々が有利に

なる危険があったからである。もちろんこれら

の国々は今日ではわれわれの友好国であり問題

は小さくなっている。

米はおそらく各国が外貨準備に保有するドル

の額を決めるような内部規則を作る考えに同意

しなかっただろう。各国は外貨準備にドル資産

を持たないことは考えられても、当時の状況で

そんな制度が機能したか 各国中銀がドル準備

の保有をやめれば、商業銀行が市場に登場し、

この制度は機能しただろう。民間金融部門がし

たがって公的当局に代わっただろう。

なぜ金本位制は壊れたか 結末を語ろう。リ

ュエフとC. Ristのさる友人は、非常に興味あ

る論稿の中で、大きな武力紛争の後では常に金

価格を引上げなければならなかったといってい

る。一方、Ristは民主主義が金を殺したと書

いた。それによって彼は社会サービスの需要

が、通貨秩序に反し、これが各国にとって強い

制約になったのだといおうとした。

個人的には、私は、別の要素が金本位制を殺

したと考える。それは米国である。米国は意地

悪や狂気でそれをやったのではなく、二つの世

界大戦後のその超強国の状況とステータスの事

実がそうさせた。金為替本位制が消えて25年た

った今日でも、われわれはドル支配の世界にあ

る。

さっとここで現在の政策についてコメントし

たい。L. Lehmanは雄弁に金本位制の復活を

シラク大統領はやるべきだと述べた。個人的に

は、シラク大統領が金本位制のような政策をと

るとは私は思わない。そんなことをシラクがや

ったら、欧州の国々も米国も反対するだろう。

正しいかどうかはともかく、論外である。

われわれの現在生きている世界においては、

ドルに代わるものとして仏と欧はユーロの発展

をのぞんでいる。

だがこのことは困難をさらに大きくする。ユ

ーロはドルと同じ問題をもつことになるだろ

う。ユーロがこれに成功すると仮定しても、欧

はドル準備を過剰にかかえるだろう。欧はそれ

をどうするのか

国際通貨制度において金を使用する、過去に

おけるよりもっとはっきりした方式で使用する

こともできよう。これは、世界の中銀がその金

庫に数十億オンス、世界の金ストックの３分の

１が眠っているので、これを使えば金が世界の

第２の準備資産になる。中銀は金を手放そうと

は思わないだろう。われわれは金を再度、金が

安定的であるという条件があれば、為替レート

を決めるための国際的支払い手段として使用す

ることもできるだろう。

われわれは今日もはや19世紀のように金があ

まねく配分されている状態にない。金はそれを

売買する中銀の手中にある。固定本位制から乖

離すると、金は不安定になる。

この点は、歴史から明らかである。1870年

に、普仏戦争によって、金銀複本位制が放棄さ

れ、独と北欧が金本位制を採用した。金は当時

不安定になった。

金本位制に参加した国々はデフレになり、一

方銀本位制に立脚した国々はゆるやかなインフ

レを経験する。国際通貨制度と金の使用が変更

されると、直ちに金の価値も変更になる。

1914年に、金は再度不安定になった。ドルは

金に結ばれ、数年間、財務省の長官と次官は次

のようにいって米の政策は安定していると主張

した「われわれは金本位制に基づいており、米

には不安定もインフレもない」。事実は、欧が

武器を買うために金本位から離脱しなければな

らなかった。金の価値は崩壊し、金は不安定に

なった。

Vol.39 No.1― 16― 明 星 大 学 経 済 学 研 究 紀 要



金は、C. Ristが予言したように、1925年後

不安定になった。特に諸国が金本位制に復帰す

ると、シナリオが繰り返された。30年代のデフ

レ、その結果がどうなったかはよく知られてい

るとおりである。これが金の安定を保証するメ

カニズムを定義することが必要であるとする理

由である。

個人的な注を記して私の発言を結ぶことにし

たい。リュエフが生まれたのは1895年８月23日

である。彼は1916－1918年の間、la Sommeの

砲兵隊に応召され、1917年にVerdunと le
 

Chemin des Damesに、そして Chateau-

Thierryと Saint-Mihielの戦で米軍と一緒に

なってたたかっている。

私の父William C.Mundellは、英の l’Ordre
 

de l’Empireの叙勲者で、スコットランド生ま

れだった。リュエフより１年早く同じ戦いに参

戦 し た。父 は1914年12月、王 立 Dragons
 

Canabiens中隊で、1915年、仏に入り、リュエ

フといくつか塹壕をへだてて、la Sommeの

YpresとVimyでの二つの戦に加わった。幸

いなことに、二人とも戦争から生きて還った。

そうでなかったら私のこのセミナーへの参加は

なかった。

スコットランド人の父が、今日尊敬される仏

の偉人リュエフと同じ戦場の舞台で、カナダ軍

の一員としてたたかった事実は、私にはきわめ

て象徴的である。この地球上でのわれわれの人

生はお互いに仮借なく結びついており、狭いナ

ショナリズムに閉じ込められてはいない。この

思想にリュエフがまず拍手をおくったであろ

う。

３―James Tobin J. M. Keynesとの

論争…昨今

Tobinの発言ではリュエフとケインズの論

争のいわば後日談として、現代ケインジアンと

して知られる彼とリュエフのやり取りが、次の

ように述べられている。

ケインズの『雇用・利子および貨幣の一般理

論』を読んで、私は強く印象付けられた。ハー

バード大学で、この本は、当時の私のように、

ケインズの論点を理解してそれに賛成する若い

人達と、それに少しも賛成しない上の世代の間

に論争をひきおこした。

私はしたがって当時ケインズをめぐる論争の

さなかにあった。勿論彼の理論の誤謬、さらに

欠落を探そうとするいくつかの試みがあった。

ケインズの誤まりを研究する人たちのなかに

ジャック・リュエフがいた。彼は当時50歳、私

は28歳だったと思う。戦争に参戦して、私は

４、５年間大学を離れていた。私はすでに28歳

だったが、まだ私のキャリアの始まりでしかな

かった。

私はこの問題に答え、整理してみたいと思っ

た。私としてはリュエフの疑問に答え、私から

みて、リュエフのケインズ理論批判でのリュエ

フの誤りを指摘しなくてはならないと思った。

現実には、当時リュエフが提起した問題は今

日もなお提起されている。ケインズ批判に対す

る充分な回答は見出されていない。

多くの経済学者は今日リュエフがいったこと

を承認すると思う。彼らは、例えばRobert
 

Lucasや Robert Barroといった、有名で、私

より１世代若く、自らを「新古典派」と称する

経済学者たちである。

彼らは事実、市場システムが機能し雇用を創

出するし、また調整メカニズムが財政赤字政策

や拡張的金融政策といったあらゆる政府の介入

なしで機能すると言うだろう。

リュエフは実際に、これらの経済政策手段は

すべて必要なく、危険でさえあると主張した。
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私は、自らを「新古典派」と称する現代の経

済学者たちの多くははこの分析に同意するだろ

うと思う。

ケインズは彼の著作において、彼が反対した

正統派経済学者たちについて語っており、彼ら

を「古典派経済学者」と称していた。

今日、ケインズが反対したケインズ以前の学

者たちに好意的で、ケインズ理論に少しも賛成

しない「新古典派」が存在する。

私はリュエフの論稿における他の問題点、例

えば彼が完全雇用になるために必要な賃金水準

に自動的に調整されるはずであるとする点を指

摘した。

政府が適応しない措置をとったり、労働組合

が過大な賃金を求めると失業がありうる。リュ

エフは賃金は市場が自由に決める水準でなくて

はならないと強調した。

私は、その通りだが、賃金の調整には時間が

かかると考える。そしてこの間に、失業率が上

昇する。この失業を、ケインズが主張した政策

の策定によって吸収できると考える。

これが、The Quarterly Journal of Eco-

nomicsでのリュエフと私の間の論争の中心点

であったと思う。

もっとも、リュエフの経済の見方を考えなけ

ればならない。彼の見方は私と違うし、またケ

インズが主張したコンセプトとも違う。われわ

れはことに国民所得のタームで考え、財は誰か

によって購入される。経済主体はこの需要を充

たすのに必要な投資を行い、また公的当局も自

分の勘定で購入を行って介入する。しかし、リ

ュエフは経済について別の見方をした。

リュエフと、私を含めた当時の米国の彼の読

者との間にはコミュニケーションが十分でなか

ったと言わざるをえない。われわれは最終的に

分かり合えたか 答えはノーである。リュエフ

は彼の最初の論稿に対する私のコメントに回答

した。彼の回答は、私の批評と同時に公表さ

れ、長文だった。この文書を今回読んでみて、

彼が私に同意していないことがわかった。彼は

自分のいったことを全く変えなかった。彼は自

分の立場を強めるため別の議論を提示し、より

長い論稿において、なぜ彼が正しく、私が間違

っているかについて詳細な説明を加えていた。

私はこの論稿を今まで見たことがなかったし、

それが書かれ、発表されていることも知らかっ

た。この文書を読み返して、率直にいって、私

は必ずしも彼の提起した議論に同意しない。

しばらくしてリュエフがハーバード大学にや

って来た。正確にそれがいつだったか、どのく

らい滞在したか思い出せないのだが、われわれ

が雑誌で論争してからほどなくしてのことだっ

た。われわれは会って昼食をともにした。われ

われはフレンドリーな会話をした。彼は当時若

くて彼に挑戦した若者にとても親切だった。こ

の会話の詳細と内容は思い出せないが、とにか

く、我々は意見が違うことで一致した。

彼は実にやさしい人だった。彼は私を対等に

扱った。彼が私の書いたものやコメントに怒っ

ている風はなかった。

私はその後何回彼に会ったか正確には思い出

せないが、多分私がパリを訪れた時に２度会っ

ている。われわれは古くからの友人にいうよう

に「ボンジュール」といった。われわれが当時

の経済学の基本についての会話をかわしたかど

うか覚えていない。

パリ訪問で一度、私は、ホワイトハウスとケ

ネディー大統領に報告するため仏の経済計画を
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うものかについては記述していない。この点に

ついては前稿（「リュエフの金融論」『明星大学

経済学研究紀要』2007年３月）で言及したリュ

エフの代表作『社会秩序』についての理解が必

要であろう。
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調査した。当時何人かの米人は仏で採用された

指示的経済計画をもっと知りたがっていたの

で、その目的と実行手段を知ろうと若干調査し

た。

私はまたOECDの経済政策作業部会の米国

代表団員としてパリに来た。その時は、欧米の

マクロ経済政策、ドルの為替レート、さらに金

価格を改定すべきかどう等を討議した。

私は、仏の世論は金価格の引き上げと金を通

貨のアンカーとして維持して国際流動性問題を

解決するのに賛成であることを承知していた。

米欧の通貨が金にリンクされ、同時に通貨間

で、例えばフランとマルクが直接リンクされな

くてはいけないと考えられていた。

欧は当時、他国が直接金ではなく、ドルで外

貨準備を保有している状況のなかで、米はそれ

を逃れ状況を利用しているという印象をもって

いた。これが続く限り、彼ら欧はドルを吸収

し、一方われわれ米は金融政策において、欧州

諸国と同様の節度に従う必要がない。

事実は米も、また米政府寄りの経済学者とし

て私自身もこの意見に賛成でなかった。

しかし、私が政府の一員であった点を別にし

て、私は、金本位制に反対であったし、また当

時ソ連と南アフリカ、さらに、仏であろうとそ

うでなかろうと、金準備を保有する者を利する

金価格の引き上げにも賛成でなかった。

われわれはリュエフと直接議論したわけでは

ないが、基本について議論したら、確実にこの

ようにいっただろう。

リュエフのことに米国の経済学者への影響に

ついて私がどう感じていたか 私は彼の仏での

影響度は知らかったが、米では、政府レベルで

は、彼は欧と仏で信用されている人物であると

みていた。だがわれわれ米人は一般的に、英語

でしか読まないので、彼の著作をあまり知らな

かった。われわれは彼が金の役割についてきち

んとした考えを持っていることを知っていた

が、彼の実際の欧州での本当の影響は知らなか

った。

私とリュエフの論争にも関連し、失業問題に

ついて述べ結びとしたい。私の意見は今日の欧

の考えからみると異説である。

仏が過去何年も、事実上80年代初頭ないしそ

れ以前からも、２桁の失業率なのは、おそらく

は失業の性質が変わって、ケインジアン流にい

えば、徐々に、構造的失業になった故であると

考える。それ故、欧州中央銀行も、財政政策も

この失業を解決できないのである。

米国では、80年代の初頭、インフレ率が、こ

とにイラン革命後の第２次石油ショック後、き

わめて高かった。石油価格がひどく上昇し、そ

の影響が出た。米連銀は最も厳しい金融政策を

採用し、1982－1983年にかけ、インフレを顕著

に低下させるのに成功する。

そこで米では、連銀と政府が経済を刺激し、

経済は回復した。失業率は1982年には11％だっ

たが89年には５％になった。インフレは82年に

は10ないし11％だったが80年代の終わりには４

ないし５％にまで低下した。

欧も同じことができたはずである。だが欧で

は、景気後退の後も、高失業率が続いた。少な

くとも欧州の政府と中銀はこの高い失業率に甘

んじているようにみえた。

新古典派の考えでは、市場が機能し、調整さ

れ、需要刺激政策は必要がない。これが欧での

見解だった。２度の石油ショックとそれに次い

だ２度の景気後退後の雇用市場での不均衡を吸

収するために、何も実行されなかったし、いか

なる行動も策定されなかった。

欧の人はこういう。われわれには構造的問題

がある。社会保障が優遇されすぎ、また労働組

合が余りに高い水準に賃金を維持する。

だが私は、この状況はケネディー政権のとき
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に欧を訪れた時とあまり違っていないとの印象

を受ける。私は、パリのOECDの会合時に欧

は刺激策をとったので、失業率は米国以下にま

で低下したとまでいった人がいる。

どうして石油ショック前にできたことがショ

ック後にできないのか 高い失業手当を支払え

ば労働者の反乱は避けられたはずだ。

人口の６分の１、つまり１世代分は、労働力

外であるが、そういう人たちが国をひっぱれる

とは思えない。

社会保障の恩典を減らそうというのなら、そ

れをやって、いつも弁解がましい議論をするの

はやめたらどうか 政権についたどの政府も欧

ではこの方向での政策をやってこなかった。

労働人口が納得する一種の社会契約の余地は

ないのか 「今まで以上の仕事を与え、失業を

減少させるが、あなた方の方も、失業手当の削

減を、今までのように手厚くなく、また期間も

短縮されるのを受け入れよ」といえばよい。

そうすればおそらく労働組合は実質賃金の削

減にも応ずるだろう。これが雇用創出の方法な

のである。

だが私は欧でこれをやっている国を知らな

い。欧の政府はむしろ次のようにいう。「われ

われは人口の６分５が関心をもつ政策をやる。

なぜ別のことをしないかって だって、こうや

ってまわっているのだから」。

４―Edmund S. Phelps 実質賃金と雇

用について

もっとも最近（2006年）のノーベル経済学賞

受賞者であるEdmund S.Phelpsは、したがっ

てそのときはまだノーベル賞受賞前であった

が、コロンビア大学教授としてシンポジウムの

討論に、リュエフの名を一言も出さず、もっぱ

ら自説を展開している。

リュエフは、1925年12月、「英国における失

業の推移」と題する有名な論文を発表する。こ

の論文は失業と実質賃金の間に強い相関関係が

あることを1919年と23年の間の英国について実

証し、失業の原因は物価が下落しているにもか

かわらず、賃金が下方硬直的であるために、本

来の価格メカニズムによる調整機能がはたらか

ないからだとした。欧で今日に至るも現実の課

題である労働慣行の構造問題を指摘した。この

テーマは1931年に英国内で大論争となる。

Edmund S. Phelpsの発言は仏の失業問題に

関するものであった。次のようである。

構造的失業についての私自身のアプローチ、

私自身の理論を理解していただきたい。

貨幣的ショックが失業に影響するというのは

論理的か。私は一貫して自然失業率は一定では

ないといい続けてきた。自然失業率は年ととも

に変化する。

私の理論は、経済学者たちから均衡失業理論

と呼ばれ、失業の決定に非伝統的なイメージを

与えるものである。これによれば失業は傾向と

非貨幣的ショックによって影響される。この理

論によって２点を提起する。

に、1970年代以来失業を増加させた非貨

幣的な要因は存在したか。もし存在したとすれ

ば、それは何か。

に、仏で、貨幣の影響よりはむしろ構造

的な影響によって説明できる失業の増加部分は

どの位か。

私はこれらの問題に答えたい。完全に正確な

答えであると主張するつもりはないが、それで

も、私の作業と私の同僚たちの作業からの印象

をみなさんと分かち合うくらいのことはできる

だろう。

はじめに構造的失業の増大の主たる原因は世

界的なもので国内的なものではないという事実
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を主張したい。例えば、1980年代からの金利の

上昇が継続的で重要な要素を構成する。

また70年代からのエネルギー価格の顕著な増

加、そして貿易の増加、かの有名なグローバル

化を考慮しなくてはいけない。さらに工業にお

ける生産性の上昇もまた仏および一般に先進国

全体の失業率を大きくさせたように思われる。

最近数年に見られるこの生産性の相対的上昇

は、工業製品については、拡大しつつある世界

市場において外国との競争の脅威によるものか

もしれない。このことはここ数年米でよくいわ

れる 、つまり人員の調整と関

係する。

同様に、生産される財とともに生産方法が70

年代から異常なまでに急速に変化していること

に注意する必要がある。このことは、特に未熟

練労働者を育て、まわしていく企業のコストが

過去より高いことを意味する。

したがって、労働需要、ことに未熟練労働者

の需要が減少する。

米では、失業率は70年代当初ほどには上がら

なかった。欧では失業は、賃金を生産性対比で

高く維持するのを可能にした労働市場の機能、

つまり実質賃金の硬直性に特に関連しているよ

うに見える。逆に、米国では、実質賃金は、絶

対額でも、顕著に低下した。

労働組合そして、ことに社会保険料とそれが

可能にする再分配政策を考慮する際には高い累

進税率の役割が論じられる。仕事を失っても、

それに匹敵する失業手当を得ることができれ

ば、失業は真に完全な喪失ではない。

もちろん、今日この問題を完全に解決するこ

とは可能ではない。なぜならこの問題について

コンセンサスがまったく得られていないからで

ある。だが２点を指摘したい。

まず、最低賃金には社会的コストがかかる。

低位層であまりに賃金が低いのは受け入れ難

い。またあまりに高い失業率も受け入れられな

い。それは倫理的問題である。

だが私は労働市場の自由化は失業をなくすの

に貢献しうるが、それのみが唯一の解決策だと

は思わない。

また米といえども失業の疫病を免れていると

信じるのは誤りである。ただ米の若年労働者は

高い教育を受け、失業を避けることのできる熟

練度をもっている。この結果、米においても、

他国におけると同様、失業が構造的に増加する

傾向はあったのだがそれを相殺し全体の失業率

を低下させた。

教育水準ごとに若年層内の失業率を検討する

と、例えば中等教育を放棄した者の失業は目立

って高いことが検証される。この率は国際的に

比 可能である。仏におけるこの層の失業率は

70年代の５%から1996年には10.5%に増加し

た。

だが以下では私は仏だけに固有の失業増大の

要素を強調したい。

１．1960年代来の賃金からの義務的控除（税と

社会保障費）の増大。これは考慮すべき重要

な要素であり、統計で固めてその有効性を証

明するのは容易であろう。

２．サラリーマンに支払われる各種手当ての増

大。他の手段を通じた財貨・サービス取得で

可能なのに、どうして勤労所得にこれら加え

るのか 分析がやや雑だが、要するにこうい

うことである。

これらによって労働者の雇用に対する依存を

弱め（労働者が雇用にあまり執着しなくなる）、

雇用主の負担を増大させ、その結果、雇用主が

全体として供給する雇用量を減少させるインセ

ンティヴとなる。

仏と欧において労働者が裨益する保護の増大

がしたがって仏を含む、欧全体での失業の増大

と成長の顕著な鈍化の重要な説明要素である。
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この因果関係は私にとって新しいものだが、

的をついていると考える。私は経済成長は失業

に依存しないのではないかと思ってきたのもの

だが、今ではそうは考えない。

第２の問題として、非貨幣要因によって説明

される失業増加分はどのくらいあるか

仏の失業増大の主要部分の源泉は構造的要因

にあるように思われる。他の要因もおそらくあ

るにはあるだろうが、ここでとりあげるほど重

要なものはほとんどない。

仏の自然失業率は60年代末には３％だった。

今日、その水準は顕著に増大している。大雑把

な素描では７%か、８%か、９%か 現段階で

は、この率の精緻な推計はない。留意すべき重

要な点は、正確な数字が何であれ、急速に増大

していることである。これをせきとめるには構

造的な対策が必要である。

この対策とは何か。それは私が長く米に対し

勧告してきた提案である。

例えば補助金を未熟練労働者を雇用する企業

経営者に支払うとよい。それは低賃金労働者を

雇用する企業に対する減税措置とは大いに違

う。私は減税よりも雇用に対する刺激効果があ

ると思う。

米について1000億ドルの補助金を提供する方

が、減税措置より効果が大きいとする試算があ

る。

それによって財政赤字は減少するか 直近の

選挙運動において、ドール上院議員は財政赤字

を受け入れられない水準にしてしまう減税提案

で支持を失った。

だが、私が主張するような対策であれば部分

的に自己ファイナンスされる。（失業が減って）

監獄に収容される人数が減れば、警察、司法に

かかる経費を削減されるだろう。それはまた社

会的費用を大いに減少させるだろう。

もう１点述べて終わりにする。このプログラ

ムのファイナンスを補完するためにも、私は結

果があまり出ていない類の労働者に対する税制

上の優遇措置を削減することを提案する。そう

すれば３－４億ドルを節約でき、それを企業に

対する補助金プログラムにあてることができ

る。

結語

本稿は５回に及んだジャック・リュエフ再評

価の最終稿である。ここまで何をやってきたの

かをまとめておこう。

私のリュエフ再評価は要するに彼の理論から

金本位の部分を除いたものである。私は金本位

制以外の彼の論述が21世紀の世界に生き残ると

考えた。金本位制を除いて浮き彫りになったこ

とは彼の国のガバナンスに対する倫理観〔節

度〕だった。リュエフは財政の赤字や国際収支

の赤字は無制限に持続できないことを強調し

た。これは欧州の財政家（フィナンシエ）の真

骨頂である。21世紀世界はグローバル金融に助

けられてこうした赤字の継続を可能にするであ

ろうか

本稿では1996年11月のリュエフに関するシン

ポジウムでの４人のノーベル経済学者たちの発

言をとりまとめた。本稿を取りまとめつつ心配

になったことがひとつあった。それはこれらノ

ーベル経済学者の発言は、彼らが著名であるが

ゆえにかえって、リュエフに対する一般の理解

を、保護主義的、偏狭な欧中心主義的、復古的

金本位主義に釘付けにするのではないかという

ことである。それは私のこのリュエフ再評価と

は反対である。

もしこのシリーズを通読してくださった方が

仮におられるとして、本稿で紹介した４人のノ

ーベル賞経済学者の発言はいずれも１級品の気

品ときらめきをもつがそれでもなお、総じて伝
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統的・通説的なリュエフ理解にとどまっている

のに対し私の一連の論稿にこうしたコンベンシ

ョナルな経済学者の見解にない新しさを少しで

も感じ取ってくださったとすれば、私にとって

は望外の喜びである。

リュエフの体系は一言でいえば古典派経済学

プラス節度であると思う。
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